




















困難となるのである。そこで、何故「a」の反対給

付のない資金提供が行われるのかの理由は、非営

利法人がその受領した資金によって「b」の財やサ

ービスを提供する活動を無償ないしは低廉な対価

によって行っているからだと考えられるのである。

それ故、図表 1 の①の領域と②の領域とが相互に

密接に関連しているのであり、この 2 つの活動の

結合関係ないしは拠出された資金の拘束性につい

て検討する必要性が生じるのである。 
しかし、非営利法人は常に非交換取引のみを行

っているわけではない。上記「b」との関連でいう

ならば、利益を得て財貨やサービスを提供する目

的もありうるのである。SFAC 第 4 号が、「いかな

る組織体でもかかる特徴（先に挙げた非営利組織

に固有の 3 つの特徴－引用者注）の発生度合いお

よび相対的重要性が異なるので、非営利組織体と

営利企業との境界線は必ずしもはっきりしてるわ

けはない。」（par.7）としているのはこのためであ

る。つまり、非営利法人は、公益的な活動と営利

活動とを同時に行いうることにその特徴がある。

そこで、非営利法人が反対給付なしに受領した資

金について、それが低廉や無償で行う財やサービ

スの提供に用いられる場合と営利活動に供される

場合とがあること。さらには、営利活動から得た

資金を再投資しているケースも考えられる。それ

故、非営利法人の資金の循環過程について検討す

る必要がある。 
さらに、SFAC 第 4 号は、非営利法人の特徴の

一つとして配当や残余財産の分配請求権がなく、

従って分配請求権の売却や譲渡の可能性がない

（「c」）旨を指摘していることから、非営利法人は

資本（持分）を有していないことになる。そのた

め、非営利法人が営利活動を行っている場合、利

益（所得）はどのようにして算定されるのかが問

題となる。また、例え資本が確定できたとしても、

資金の拠出と事業活動との結合関係（拘束性）を

想定した場合、維持・拘束しなければならない資

金、即ち、非営利法人の資本とは何かについても

検討しなければならないのである。 
以上、図表2に示された税制調査会・判例・IPSAS

の対価概念に基づいた課税対象の選択基準のうち、

②の領域と損益取引とが交差する区分が課税対象

となることについて、疑問点と解決すべき課題を

述べた。即ち、この区分は、資金の拠出者と非営

利法人との関係だけをみるならば、純資産の増加

をもって課税対象とすることには理由があるもの

の、資金拠出者の目的を達成するために託された

資金に課税した場合、当該資金拠出者の本来の意

図を妨げる結果を招くという問題点を指摘したの

である。そこで、この問題点を解決するために、

次の 3 点を明らかにする必要があるものと考える

のである。1 つには、反対給付なしに資金を受領

する活動と、資源の受益者に対して無償ないしは

低廉な価格で財やサービスを提供する活動とを、

それぞれ別個に捉えるのか、それとも 2 つの活動

の結合関係ないしは拠出された資金の拘束性に着

目するのかの検討である（第 1 の課題）。次に、非

営利法人は、公益的な活動と営利活動とを同時に

行いうることにその特徴があることから、調達し

た資金をどのような活動に供しているのかという

資金の循環過程についての検討である（第 2 の課

題）。3 つ目は、非営利法人は例外を除き持分を有

しないため、利益（所得）計算を行う場合の資本

の意味内容についての検討である（第 3 の課題）。 
しかし、これら 3 つの課題については、稿を改

めて論ずることとしたい。 
 
Ⅳ．おわりに 
 
非営利法人に対する収益事業課税について、そ

の課税対象範囲を限定列挙する現行方式には看過

できない問題があり、すでに限界を迎えた感があ

る。そこで、本稿では現行方式の代替案として提

言された税制調査会の答申と、収益事業をめぐる

訴訟に対処するために判例上どのような解決策が

採られているのかについて考察した。その結果、

両者ともに収益事業を対価概念に置き換えた解決

策を採っており、税制調査会は等価交換を内容と

する同等性、判例は代金授受の関連性と拘束性を

その内容とするものであった。さらに、法人税は

財務会計を基礎とすることから、非営利法人の国

際的な会計基準である IPSASの規定を参照するこ

とにした。その結果、IPSAS は非営利法人の活動

について、対価概念を構成要素の一つとしており、

 
 
 
 

図表 2   税制調査会・判例・IPSAS の対価概念に基づいた課税対象の選択基準 
 
題点を踏まえ現行の個別列挙方式に代えて対価に

基づいた課税制度を提言しているからである。な

お、所得の計算にあたっては資本取引と損益取引

とを区分する必要があるため、①と②の領域に資

本取引・損益取引の区分を加えたマトリクスによ

って課税対象の有無を示したものが図表 2 である。 
 図表 2 のうち、①及び②の領域と資本取引とが

交差する区分については、法人税法上、課税対象

とはならない。何故ならば、法人税法の課税標準

である「所得の金額」（法人税法 21 条）は、資本

等取引が除外されて計算されるからである。即ち、

法人税法では、条文上、「所得」の定義を行ってい

ないが、「所得の金額」は「別段の定め」があるも

のを除き、益金の額から損金の額を控除すること

により算定される（同 22 条 1 項）。その際、「資本

等取引」から生ずる金額は益金および損金の額か

ら除外される（同 22 条 2、3 項）としているから

である。 
そして、①の領域と損益取引が交差する区分は、

対価を得て行う取引であるため、課税対象になり

うるものと考えられる。なお、この領域には IPSAS
及び千葉地裁の判決で示された低廉譲渡も含まれ

るが、低廉譲渡は課税対象とはなるものの対価が

給付を下回るため、結果的に課税されないことに

なる。 
これに対して、②の領域については、反対給付 

のない資金の受領を「対価」と呼べるかどうかが

問題となる。仮に、呼べないとすると税制調査会・

判例・IPSAS の対価に基づいた区分は、②の領域

の課税問題について判断基準を提示し得ないこと

になるのである。また、仮にこのような非交換取

引によって受領した資金を「対価」とした場合に

おいても、②の領域と損益取引とが交差する区分 
が課税対象となるか否かが改めて問われることに

なる。そこで、結論から述べるならば、当該区分

は課税対象となりうると考えるのである。何故な 

らば、②の領域では反対給付（資源の提供）なし

に資金の受領が行われるため、簿記上は純資産の

増加を伴う取引として収益（＝利得）を生じさせ

るからである。しかし、寄附金や補助金等として 
資金拠出者の目的を達成するために託された資金 
に課税した場合、当該資金拠出者の本来の意図を 
妨げる結果を招く可能性がある。そこで、②の領

域について純資産の増加を理由に課税対象とする

ことの是非、換言すれば、非営利法人の活動にお

いて、何故、このような無償による資金の提供が

行われるのかについて、考えてみる必要がある。 
 
２．新たな選択基準の方向性 
この点について、FASB（Financial Accounting 

Standards Board）の SFAC 第 4 号（FASB[1980]）
に示された非営利法人の組織的な特徴が手掛かり

となる。即ち、SFAC 第 4 号はその特徴として、

a.経済的な見返りを期待しない資源提供者からの

相当額の資源を受領すること、b.利益を得て財貨

やサービスを提供すること以外に活動目的がある

こと、c.売却や譲渡等が可能な所有主請求権及び

残余財産請求権が存在しないこと、（par.6）の 3 点

をあげている。    
これらの特徴から、非営利法人は資源の受益者

に対して無償ないしは低廉な価格で財やサービス

を提供する活動（図表 1 の①の領域）と、反対給

付なしに資金を受領する活動（図表 1 の②の領域）

とが相互に密接に関連していることがわかる。何

故ならば、もし非営利法人が「b.利益を得て財貨や

サービスを提供する」（営利法人において典型的に

みられる）活動のみを行っているならば、「a.経済

的な見返りを期待しない資源提供者からの相当額

の資源を受領すること」は通常想定することは出

来ないからである。仮に、営利法人が行う利益獲

得活動において、第三者からの寄付や補助金とい

う無償の譲受に依存するとすれば、組織の存続は

  損益取引      資本取引 
図表 1の①の領域  課税対象  非課税 
図表 1の②の領域  課税対象  非課税 
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等価交換を内容とする交換取引と低廉譲渡及び無

償譲渡を内容とする非交換取引に概念区分してい

た。また、これら 3 者が適用される領域を考える

と、非営利法人と資源の受領者との関係領域には

税制調査会、判例及び IPSAS（交換取引と非交換

取引の低廉譲渡）があてはまり、資金提供者と非

営利法人との関係領域には IPSA の無償譲渡によ

る非交換取引が該当することが理解できた。しか

し、対価概念によって収益事業の範囲を決定しよ

うとした場合、資金提供者と非営利法人との関係

領域における無償譲渡（受）の資金を「対価」と

いえるのかが問題となる。仮に、呼べないとする

と税制調査会・判例・IPSAS の対価に基づいた区

分は、この領域における課税問題について判断基

準を提示し得ないことになるのである。また、仮

にこのような非交換取引によって受領した資金を

「対価」とした場合においても、無償で提供され

た資金が課税対象となるという問題が生じるので

ある。何故ならば、無償による資金の受領は簿記

上、純資産の増加を伴う取引として収益（＝利得）

を生じさせるからである。しかし、寄附金や補助

金等として資金拠出者の目的を達成するために託

された資金に課税した場合、当該資金拠出者の本

来の意図を妨げる結果を招く可能性があることが

判明したのである。 
それ故、対価概念を採る税制調査会の提案も、

収益事業をめぐる裁判所の判断も、現行方式の代

替とはなり得ないと結論付けられるのである。 
では、個別列挙方式に代わりうる新たな非営利

法人の課税所得の選択基準とはどのようなもので

あろうか。本稿では、FASB の SFAC 第 4 号に示

された非営利法人の組織的な特徴である 3 点、即

ち、a.経済的な見返りを期待しない資源提供者か

らの相当額の資源を受領すること、b.利益を得て

財貨やサービスを提供すること以外に活動目的が

あること、c.売却や譲渡等が可能な所有主請求権

及び残余財産請求権が存在しないこと、と関わら

せた解決の方向性を示したが、これらについては

稿を改めて論ずることとしたい。 
（本稿は、税務会計研究学会第 33 回大会にお

ける自由論題報告に加筆・修正したものである。） 
 

注 
 
1） 碧海純一教授によると、このような外延的定

義は「『列挙』による定義であり、集合の元を

網羅的に枚挙することによって集合を定義す

るものである（引用者中略）『閣僚』を定義す

るのに、『閣僚とは内閣総理大臣、外務大臣、

大蔵大臣・・・である』というような定義が外

延的定義であるが、これは『法』の定義のばあ

い、明らかに不適切な方法である。」［碧海 1973、
pp.63-64］と批判されるところである。 

2） International Public Sector Accounting Standards
（ IPSAS）は、公的主体に適用することを目

的として、国際会計士連盟（ International 
Federation of Accountants; IFAC）に置かれた国

際公会計基準審議会（International Public Sector 
Accounting Standards Board; IPSASB）によって

制定される国際的な公会計基準である。 
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Federation of Accountants; IFAC）に置かれた国

際公会計基準審議会（International Public Sector 
Accounting Standards Board; IPSASB）によって

制定される国際的な公会計基準である。 
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